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現代アメリカ政治における経済イシュー
―営利の短大・大学と政府規制を例として（2010-11）―

鵜 浦   裕＊

一 . はじめに

アメリカではここ数年間に、営利目的の高等教育機関が急成長している。本稿では、とくに

営利の短大・大学の急増の原因、問題点、政府による新たな規制・監視、そして業界による自

主規制について紹介する。

二 . 問題の見方

「営利の短大・大学」（以後、本稿では FPCUと表記する場合が多い）にたいする、政府の

監視と規制という問題を扱うにさいして、前提をいくつか説明しておきたい。

第一に、この問題を連邦政府が規制・監視する対象として見る。いうまでもなく、連邦政府（以

後、本稿では政府と表記する場合が多い）には、経済的には自由市場の安定性、競争の開放性

を維持し、個人や団体の利益を保護する義務がある。また社会的には、国民の健康、安全、福

祉を保護する義務もある。そして政府がその義務を果たすために、個人や団体の活動に規制を

設け、それを監視する権限が政府に認められている。これは合衆国憲法（以後、本稿では憲法

と表記する場合が多い）にもとづく、国民と政府の間の契約といってよい。

第二に、この問題をイシュー（つまり、争点）として見る。イシューとは、対立する利害を

もつ個人や団体が問題の規制・監視について、それぞれの立場から、その変更や廃止、あるい

はその強化や緩和を求めて、献金、選挙活動、ロビー活動などの政治運動を展開している問題

のことである。

第三に、規制・監視を、政府が個人や団体の力関係に影響されつつ、対立する利害を調停し

た結果として見る。したがってイシューとなる活動に、100%の自由を認めるあるいは 100%

の禁止を課す場合は少なく、それらの両極とするスペクトラムのどこかに、規制・監視の実態
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が位置している。どの辺に位置するかは、対立する利害の、その時の力関係によって決まる。

また力関係が変われば、政府の規制・監視の実態も変わる。このように規制・監視はオール・

オア・ナッシングではなく、いわば、強弱の度合いを変える動態的な概念として見ている。

第四に、政府の規制・監視について、制度と現実と間に乖離があるものとして見る。連邦法、

その実施のための新たな行政組織の設立など、制度的側面が決められたとしても、その後の、

行政組織の予算や人員の削減、実施上の細則による例外などの「抜け道」や実施までの「猶予

期間」によって、もともとの立法の精神が骨抜きにされることがよくある。逆説的ではあるが、

監視機関を骨抜きにすることで、制度的には規制・監視を強化し、現実には規制・監視を緩和

する、いわば見せかけの監視状態がある。

第五に、当然のことながら、政府の規制・監視を、すべて合衆国憲法と連邦最高裁（以後、

本稿では最高裁と表記する場合が多い）によるその解釈の範囲内にあるものとして見る。ただ

し連邦最高裁による解釈は時代とともに変わることもある。また最高裁は原則的な判断だけを

下し、具体的なケースについては、州・市・郡の判断に任せることもある。そのため、州（以

下の）レベルの規制・監視が地域どうしで異なる、あるいは連邦のそれと異なることもある。

後者の場合、連邦と州は一方が他方をあるいはお互いに提訴し、最高裁から違憲と判断された

ほうが、憲法の枠内に押し戻される。あるいは、連邦が監視を緩和し、制度上のちがいを残し

たまま、しばらく成り行きを見極めることもある。

上述の見方をまとめたものが、以下の図である。
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この図については、以下の補足が必要である。

第一に、連邦議会の上院、下院の各委員会が規制・監視の原案を作成し、上下それぞれのフ

ロアーで議決する。省などの行政組織が細則を決め、それを実施する。さらに各省の監視機関

が個人や団体の活動を監視する。そして連邦議会の各委員会は、省による監視・規制の実施を、

いわば監視する役目をもつ。規則違反など、重大な問題が起きると、公聴会を開き、関係する

個人、団体、行政の責任者を召喚し、その結果にもとづいて、監視や規制の改革を提案する。

いうまでもなく、議会の多数派から選出される委員会の委員長は、採りあげるべき問題の選択、

連邦議会監査院への調査の依頼、公聴会における質疑の方向、改革案の決定について、大きな

権限をもつ。そのため、委員会の開催に合わせて委員長や有力委員が開く、各種パーティは、

企業がつくる業界団体、市民がつくる市民団体、ロビイストにとって、陳情や献金の重要な機

会となる。委員会における少数派政党のランキング・メンバーにとっても同じく重要な機会で

ある。多数派政党が変われば、その委員が委員長に就任する可能性が高いからである。

第二に、企業と連邦議会の委員会との間をとりもつものとして、業界団体やロビイストがあ

る。彼らの働きは重要である。インダストリーはそれぞれその利害を代表する業界団体をもつ。

この業界団体や企業はロビイストを自前でかかえるか、ロビー会社と契約する。ロビー会社や

ロビイストはその業界団体や企業からの献金をまとめ、インダストリーの要求を委員会の主要

メンバーに伝える。他方、その業界団体や企業と対立する団体は、それが業界団体であっても

市民団体であっても、多かれ少なかれ、同じような方法をとる。またシンク・タンクなどの、

専門的な団体の働きも重要である。問題によっては、連邦議会や省のスタッフの知識や技能で

は扱いきれないものもあるからである。

第三に、回転ドア政治と呼ばれる、人の流れのタイプがいくつかある。落選、引退したあと、

連邦議員からロビイストに転身する流れがある。彼らには委員会を牛耳る実力者議員、委員会

スタッフとの面識がある。それを買われて、ロビー会社に高給で雇われるのである。また委員

会のスタッフ、省の監視機関のスタッフからロビー会社や業界団体や企業へ転職する流れもあ

る。彼らもまたそのキャリアや人脈を買われ、高給で雇われる。そして政権担当の政党が変わ

れば、この逆の流れもありうる。これらは、カネの流れもふくめ、いずれも政府による企業へ

の規制・監視の度合いを弱める力として働く流れであり、この「回転ドア政治」自体が規制・

監視の対象となっている。しかしその度合いはまだまだ低い。

私はこのさき、上述の見方や図にもとづいて、イシューをいくつか採りあげていくことを考

えている。イシューは経済イシューと社会イシューに分けることができる。恣意的ではあるが、

経済イシューとして、本稿のテーマである「営利の短大・大学」のほかに、食品、タバコ、製薬、

石油、金融、自動車などのインダストリーの監視と規制を採りあげていく。また社会イシュー

としては、マリファナ、銃、アファーマティブ・アクション、人工中絶、ゲイ・ライツ、死刑

をめぐる監視と規制を採りあげてみたい。

これらのイシューはその一つ一つが研究者の専門となりうる、大きな対象であるかもしれな
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い。しかしできるだけ多くの政治イシューを規制・監視の視点からみることも、日本人が現代

アメリカ社会の理解を深める一つの方法であると信じている。

三 . 営利の短大・大学

営利目的の高等教育機関（以後、FPCUと記す）とは、高等学校卒業者に専門的な知識、職

業技能、資格（学位や免許証）を提供することを、営利目的の企業活動としておこなう組織の

ことである。

この種の高等教育機関の歴史は古い。もともと職業訓練のための専門学校として存在し、看

護、料理、伝統工芸などの分野において、とくにマイノリティ、低所得層の子女、移民（とく

に第一世代）そして就労者などを対象として、専門教育をほどこしてきた。つまり、通常の四

年制の大学や二年制のカレッジが関心をもたない教育プログラムや社会層の専門教育を担う、

いわゆるニッチ産業として存在してきたのである。

しかし近年、営利のカレッジや職業専門学校は医療、コンピューター、料理・レストラン経

営などのプログラムにおいて急成長をとげ、在籍者数が急増している。オンラインのプログラ

ムにより、農村地域の人たち、就労者、子育て中の女性に教育の機会を提供している。反面、

授業が高く、退学率も高い。また、マーケティングや株主への利益還元など、教育とは無関係

の支出がある。

教育省の統計などを使い、高等教育機関に占める FPCUの規模を確認しておきたい。ただし

統計の種類によって、利用可能な年度にちがいがある。数十年間の推移をみることもできるも

のもあれば、単年度しかわからないものもある。

第一に、FPCUの数（と割合）は以下のとおり、1980年ころの 1/20から近年では全体の 1/3

弱に迫る増え方となっている [DOE: Sept, 10a]。

学位を授与する FPCUの数（と割合）

年度 全体 公立
私立

非営利 営利
1980-81 3,231 1,497 1,569 165
1990-91 3,559 1,567 1,649 343
2000-01 4,182 1,698 1,695 789
2009-10 4,495 1,672（37%） 1,624（36%） 1,159（26%）

ちなみに「短大（2年制）:大学（四年制）」の割合をみると、2009-10年度の場合、全体で

2,774:1,721、公立で 672:1,000、私立の非営利で 1,539:85、私立の営利で 563:636となっている。

また、学位を授与しない FPCUの数と割合は以下のとおり、全体の 4/5弱を占めている [DOE: 

Sept, 10c]。
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学位を授与しない FPCUの数（と割合）

年度 全体 公立
私立

非営利 営利
2000-01 2,297
2007-08 2,199 319 191 1,689
2008-09 2,223 321 180 1,772
2009-10 2,247 317（14%） 185（8%） 1,745（78%）

第二に、2009-10年度、高等教育機関の全体に占める FPCUの在籍者の数（と割合）は以下

のとおりである。同じ時期で見ると、校数では 1/3を占めていたが、在籍者数では 1/10弱に

すぎない。両者の割合の関係から、平均的な FPCUの規模は従来の短大・大学のそれより小さ

いと思われる。ただし、アメリカで最大規模をほこる大学は、後述する FPUCのフェニックス

大学（University of Phoenix）である [DOE: Sept, 10b]。

FPCUの在籍者の数（と割合）

全体 公立
私立

非営利 営利
全学生数 20,427,711 14,810,642（73%） 2,765,083（14%） 1,851,986（9%）
full-time 12,722,782 8,530,344 2,806,645 1,385,793
part-time 7,704,929 6,280,298 958,438 466,193

ちなみに「短大（2年制）:大学（四年制）」の割合をみると、全体で 12,906,305:7,521,406、

公立で 7,709,197:7,101,445、私立の非営利で 3,730,316:34,767、私立の営利で 1,466,792:385,194

となっている。

第三に、2005-06年度、学位を授与する高等教育機関全体に占める、FPCUの学位授与の割

合は以下のとおりである [Hentschke, Lechuga and Tierney, 2010b: 3]。

高等教育機関による学位授与の割合（％）
機関 公立 私立

非営利 営利
準学士 78% 7% 15%
学士 64% 32% 4%
修士 49 43 8
博士 60 37 3

職業資格 41 58 1

このように FPCUの増加率は校数、学生数の両方において、全体の増加率をはるかに上回り、

まさに急増といえる。四年制の大学（や大学院）や二年制のカレッジ、職業専門学校など、い

わゆる FPCUは、もはやニッチ産業ではなく、高等教育の選択肢として、その一翼を担ってい
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るといってよい。ただし学士以上の学位授与については、校数や学生数にみあう役割を果たし

ていないといえる。

いずれにせよ、とくに 1980年代初頭くらいから FPCUが急増した背景には、以下のような

原因があると考えられている。第一に、従来の短大・大学が果たしてきた役割を共有することで、

FPCUは着実に増えてきた。たとえば、社会生活に必要な知識や技能を提供するという機能的

な役割 [Bell, 1973]。階級的な社会構造を再生産する役割 [Bourdieu and Passeron, 1977]。あ

るいは、求職者を選抜するための資格（学位、免許証）を与える役割 [Collins, 1979]などである。

第二に、多くの研究者が指摘するように、従来の短大・大学が除外してきた職業的なカリキュ

ラムを強調し、拒絶してきた低所得層、マイノリティ、移民（とくに第一世代）の若者を入学

の対象とすることにより、FPCUは着実に増加してきた。この意味では、「社会構造を再生産」

する FPCUの役割ははっきりしている。

第三に、多くの研究者が指摘するように、とくにレーガン政権のころから政策として採りい

れられた「民営化」により、政治的にも、教育界への企業参入をうながす雰囲気ができたこと

で、FPCUは 1980年代初頭から増え始めた。効率重視など、市場を生き抜くためのアイディ

アが従来の教育界を活性化すると思われたのである。第四に、1972年、「高等教育法」（Higher 

Education Act）の修正により、FPCUに通う学生もまた、連邦政府の奨学金（賞与、貸与）の

対象とされることが決まった。この法改正が意図せざる結果として、FPCUに大量の学生が流

入するきっかけとなったという [Beaver, 2009]。第五に、学生数の急増は、奨学金という形で

連邦の助成金が大量に流れ込むことを意味し、市場では短大・大学経営が投資可能なビジネ

スとして認識されるようになり、企業の参入を促した。ちなみに、株式を公開している企業

の数は、1991年にはデブライ大学（DeVry University）だけだったが、1999年には 40社に増

えている。これらの企業が市場から調達する資金は、その当時すでに、48億ドルに達してい

たという [Ruch, 2001]。また 6500億ドル産業（2005年の時点）といわれた高等教育産業のな

かで、FPCUが占める割合は、その 7.5%だった。その 10年前と比べると倍増しているという

[Blumenstyc, 2005]。

ほかにも、多くの研究者が指摘するように、通信テクノロジーの発達による教育手段の多様

化、最近の不景気・財政難による、とくに、安価なプログラムを提供してきたコミュニティ・

カレッジなど、従来の短大・大学のプログラムの縮小なども、FPCUの急増の要因として考え

られる。

四 . 営利の短大・大学の問題

学生への奨学金（賞与と貸与）という形にせよ、連邦の資金が入学金や授業料として納入さ

れ、そこから株主への配当金が出される。しかしこれは教育の機会均等により平等社会をめざ

す、連邦の奨学金制度の精神に反することであり、FPCUが抱える根本的問題である。株主の
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利益を最大の義務とする FPCUにとって、学生は教育の対象であると同時に、連邦の補助金を

引き出すための手段となっている。両者のバランスが失われるとき、前者を重視すれば、経営

が成り立たず、株主の利益を報償できない。また前者を軽視し、後者を重視することは、不正

につながることが多い。

根本的な問題のほかにも、急成長の陰で次のような問題点が指摘されている。第一に、勧誘

のさいに、就職率、年収について、過大な期待をいだかせるなど、誤った情報を志願者に与え

ている。第二に電話、訪問など過剰な勧誘をおこなう。第三に、リクルーターに契約者の数に

応じた賞与を与えるなど、違法報酬がある。第四に、ローンに高額の手数料を上乗せするなど、

略奪的なローン管理がみられる。第五に、ローン返済を延滞する卒業生の割合が比較的高い。

第六に、授業料、退学率が比較的高い。第七に、マーケティングや株主への利益還元など、教

育とは無関係の支出がある。第八に、収入に占める連邦からの助成金の割合が高い。教育内容、

設備、教員の質についても、掲げた内容と食い違う場合もある。またそれらについて、訴訟を

抱えているところも多い [WP: 14 Jun 10]。

しかし本稿ではこのあと、連邦政府の奨学金に焦点を絞って説明していく。ちなみに、連邦

政府の奨学金には、低所得層の学生にたいするペル・グラント（Pell Grant、賞与）とスタッフォー

ド・ローン（Stafford Loan、貸与）がある。

連邦政府の学生ローンにかかわる FPCUの不正が多くなるのは、1972年の「高等教育法」

改正以降あり、連邦議会で問題なるほど注目されるのは、1990年代初頭からである。しかし

その始まりは第二次大戦直後にさかのぼる。

GI法の可決により、退役軍人に高等教育の費用を払い戻すことが決まった。この払い戻し

については、各種の高等教育機関による水増し請求があったが、連邦議会監査院の調査（1951）

によると、そのうち 65%が FPCUによるものだったという。退役軍人にたいする FPCUの積

極的な販促、払戻金を詐取、それにたいする訴訟などの問題は現在でもあとを絶たない [NYT: 

21 Sept 11]。

1990年代にはいり、連邦政府による奨学金にかんする不正のうち FPCUが占める割合が 3/4

に達し、学生ローンの延滞率も高くなった。1992年、連邦議会は悪質なFPCUを取り除くために、

新たな法案を可決した。それによると、卒業生、退学者によるローン返済の延滞率が 2年連続

して 25%を越えた場合、また連邦の資金が収入の 90%を超えた場合、その FPCUの学生を連

邦の学生ローンの対象からはずすことになった。これは当時さわがれた「学位工場」、「卒業証

書製作所」などの現象への対応として、一定の効果があったという。

ただし、連邦の学生ローンの対象からはずされる「卒業生、退学者によるローン返済の延滞

率が 2年連続して 25%を越えた場合」という条件について、2008年、連邦議会は以下のよう

に法律を改正している。つまり、返済が始まる年度から 2年間としていた、それまでの延滞率

の調査の対象となる期間を、3年間に延長した。返済開始から 2年間は、未就職など理由とし

て支払い猶予を求めることが認められているため、それまでの 2年間では延滞の実態を把握で
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きないからである。じっさい、2年目と 3年目の延滞率の差は大きい [Richards, 2011]。

2年目と 3年目の延滞率（%）の差（2007-08年度から返済開始の場合）
機関 2年目 3年目 差
All	for-profit	colleges 11.3 24.0 12.8
Corinthian	College 19.1 39.1 20.0

ITT	Educational	Services 12.3 29.6 17.3
Alta	Colleges 10.4 26.8 16.3

Career	Education	Corporation 10.1 24.3 14.2
Kaplan 16.9 29.2 12.3

Education	Management	Corporation 7.0 18.3 11.3
DeVry 9.2 20.1 10.9

University	of	Phoenix 12.9 22.8 9.9

しかし改正された法の実施は 2014年 9月 30日となっている。法律ができたからといって、

問題が一挙に解消するわけではない。実施を遅らせる、実施時に予算を削減するなど、別の手

段で、法のなかみが骨抜きにされることもある。これがアメリカ政治の姿である。

このように FPCUにとって連邦の奨学金にかかわる不正はまさに慢性病といってよい。報道

によれば、最近の状況（2008-9年度）は以下のとおりである。FPCUの学生の 9割近くがペル・

グラントを給付され、残りがスタッフォード・ローンを貸与されている。その金額はそれぞれ、

43億ドルと 196億ドルに膨れあがっている。これは全学生数の一割に満たない FPCUの学生

が連邦政府の奨学金全体の 1/4を受け取っていることになるという [WP: 14 Jun 10]。

FPCUの卒業単位数や学期ごとの単位数は連邦の奨学ローンの流入を最大化するように設定

されることが多い。一学年三学期（3 quarters）制の場合を例にして説明する（二学期制であろ

うと、三学期制であろうと、一学年は 30週からなる）。たとえば多くのコミュニティ・カレッ

ジでは、卒業単位数を 90単位と短大プログラムが組まれ、一学期ごとの取得単位を 15単位、

つまり三学期からなる一学年の取得単位数を 45とし、2年間 6学期で準学士を取得できるよ

うに、スケジュールが組まれている。じっさいには 3年以上かかる場合が多いが、連邦の奨学

ローンを受けた場合、ローンの合計は、下記の表のとおり、$45,000以上にならない。

それにくらべて、営利の短大の場合、卒業単位数と一学期ごとの修得単位数は、準学士を取

得するのに 3年間 8学期以上かかるように設定されていることが多い。そのため、準学士を取

得するための、一人あたりの連邦の奨学ローンの合計は、コミュニティ・カレッジの場合より

も、$12,500高くなる。その分、学生が背負うローンが高くなり、営利の短大の収入が増える

仕組みとなっている。大学の場合についても同じことがいえる [Blumenstyk, 2010]。



— 267 —

現代アメリカ政治における経済イシュー（鵜浦裕）

5年間の連邦奨学ローンの増え方と単位数
学年 1 2 3 4 5 合計

15単位/quarter
単位 45 45 45 45 / 180
ローン $9,500 $10,500 $12,500 $12,500 / $45,000

12単位/quarter
単位 36 36 36 36 36 180
ローン $9,500 $10,500 $12,500 $12,500 $12,500 $57,500

ちなみに民間ローンをふくめた、アメリカ全体の学生ローンの総額はここ 10年間で急上昇

し、クレジット・カードの負債額を超える勢いだという。2008-9年度には、卒業生の 2/3がロー

ンを抱えており、その金額は平均で 24,000ドルとなっている。今回の不景気が長引けば、連

邦政府や州政府の教育予算がさらに削減され、授業料が値上げされると、学生ローンの総額は

さらに増えると予想されている。さらに、「大卒→就職→結婚→子ども→住宅購入」という従

来の人生サイクルにも影響が出ると懸念されている。ちなみにオバマ大統領夫妻も、ハーバー

ド大学卒業時に、それぞれ約 6万ドルのローンがあったが、結婚 8、9年目に完済し、現在の

資産は 1,200万ドルだという [NYT: 11 Apr 11]。

続いて連邦の学生ローンの延滞率をみると、下記のとおり、FPCUが高く、しかも上昇し続

けている [DOE: 12 Sept 11]。このことから、学生総数の 1割弱を占める FPCUは、一方で、

連邦の奨学金（賞与と貸与）全体の 1/4を受け取り、そこから利潤を引き出し、他方では連邦

の学生ローンにおいて、全体の 2倍近い延滞率を出している。つまり FPCUにはローンの返済

に十分な給与を得る就職をみつけることなく、退学または卒業する学生が比較的多いという問

題があることがわかる。

連邦の学生ローンの延滞率（%）

年度 全体 公立
私立

非営利 営利
2007 6.7% 5.9 3.7 11.0
2008 7.0% 6.0 4.0 11.6
2009 8.8%（3.6M） 7.2 4.6 15.0

ただし、延滞という問題は FPCUだけではなく、高等教育全体の問題である。オバマ政権は

監視強化の方針を打ち出し、それは「すべての高等教育機関に適用すべき」だと表明している。

五 . 営利の短大・大学の例

具体例としての営利の短大・大学については、不十分ながら、下記のとおり、一覧表で示し

ておく [Wilson, 2010]。代表的な例については、今後、さらに詳しい情報を集める必要がある

と考えている。
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社名 学生数
2009 旗艦校 Pell	Grant

2008-09 その他

Apollo	Group	Inc 443,000
Univ	of	Phoenix
200 キャンパス
オンライン中心

230,774 人
$656.9M 最大の私立大学

Education	Management 136,000 Art	Institutes 42,223 人
$106.4M

Washington	Post	Co 112,000 Kaplan	Univ
75 キャンパス

77,298 人
$202.1M 収入の 62%

Career	Education	Corp 113,900 2011.8、司法省が	
提訴

DeVry	Inc 101,648 DeVry	Univ 29,693 人
$105.2M

情報、ビジネス、	
医療

Corinthian	Colleges	Inc 93,493 Corinthian	College 免許取得 64%
準学士 31%

ITT	Educational	Services 79,208 56,375 人
$148.9M

American	Public	Education 55,300 American	Military	Univ 学生の 67%が軍

六 . 政府の監視・規制

2010年 8月、政府監査院（Government Accountability Office、通称 GAO）は FPCUの不正に

ついて、報告書を発表した。ちなみに政府監査院は連邦議会の付属調査機関である。連邦予算

の使途、業績機関の予算執行、監視機関の活動などをチェックする役目をもつ。また不正があ

る場合には、連邦議会の各種委員会の要請に応じて、特別調査をおこなう。今回、政府監査院

は上院の「健康・教育・労働・年金委員会」の要請にもとづき、15校の FPCUにたいし、調

査員が志願者を装う「おとり捜査」を敢行し、現場をビデオに収めた。志願者とリクルーター

の間の生々しい会話はインターネットで閲覧可能である。

報告書の内容は以下のとおりである。第一に、いずれの FPCUも連邦の奨学金（賞与、貸

与）が収入に占める割合は年々上昇し、近年では 70%～ 80%台となり、法の定める上限 90%

にかなり近づいている。代表的な企業の収入源をみると、たとえば 2008―09財政年度をみる

と、Career Education Corporationは収入 $1.84Bのうち、80%は連邦の賞与、貸与の奨学金であ

る。また University of Phoenixを経営する Apollo Groupは、収入の 86%が連邦の奨学金である。

以下のグラフは実態をわかりやすく示している [NYT: 13 Mar 10]。
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第二に、15校のうち 4校では、リクルーターが志願者に扶養家族の捏造、所得・財産隠し

を「指導」し、不正に連邦の奨学金を申請させようとした。第三に、15校すべてのリクルーター

が虚偽またはその疑いのある宣伝文句を口頭で伝えた。たとえば「理容師になれば理容師にな

れば $150,000～ $250,000稼げる」、整体師の免許取得が「たったの」$14,000」、「ハーバード

大学と同じ」認可機関による認可など。ちなみに整体師の免許については、520ドルで取得で

きるコミュニティ・カレッジが近隣にあったという。その他、形式的な入学試験、斡旋した入

学者の数にもとづくリクルーターへの報酬などの問題もあるという [GAO: 4 Aug 10a, 4 Aug 

10b; NYT: 3 Aug 10, WP: 3 Aug 10]。

この報告書にさきだち同年 7月から、上院の「健康・教育・労働・年金委員会」で FPCUの

不正にかんする公聴会が開かれている。ちなみに同委員会は民主党 13人、共和党 10人、合計

23人で構成され、委員長は民主党から選出される。つまり、多数派をしめる政党が委員会で

も多数派を占め、委員長を選出し、主導権を握ることになっている。また委員長のほかに、ラ

ンキング・メンバーが決められる。これは委員会のサイズに応じて、両党から選出されること

もある。とくに少数派政党のランキング・メンバーは重要である。議会の多数派が変われば、

次の委員長になる可能性が高いからである。

公聴会では、5人が召喚され、報道によると、以下のように証言している。住宅市場の崩壊

を予想したヘッジ・ファンド・マネージャー、スティーブン・アイズマン（Steven Eisman）は

FPCUは「返済能力の低い低所得層への貸し付けにより急成長した市場」であり、住宅市場に

おける銀行のサブプライム・ローンと同じだと証言し、さらに入学者数、在籍者数、終了者数

が不明確であり、退学率が高いとつけ加えた。教育省監察官（Inspector General of the DOE）キャ

スリーン・タイ（Kathleen Tighe）は FPCUの学生数は 10%であるが、奨学金の不正受給（た

とえば収入の虚偽申請）など、教育省の犯罪捜査の 70%を占めていると証言した。デブライ

社法令遵守担当責任者（Compliance Officer）シャロン・トーマス・パロット（Sharon Thomas 

Parrot）は卒業生の 90%は受けた教育に関連する職業についていると証言した。その他、元学

生など 2人が卒業しても約束された資格を認められなかったと証言した [NYT: 22 Jun 10, 23 

Living Off Loans

Apollo Group Corinthian Colleges Career Education ITT Educational
Services(Univ. of Phoenix)

Federal student loans have become a bigger part of the revenue of manu for-profit colleges and trade schools.

SHARE OF REVENUE FROM FEDERAL LOANS AND GRANTS

SOURCES:BMO Capital Markets; company reports THE NEW YORK TIMES
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Jun 10, 24 Jun 10]。

このように FPCUの問題を指摘する証言が多かったが、委員会全体としては、その方向が明

確にならなかった。委員長トム・ハーキン（Tom Harkin, D-Iowa）は、FPCUがかかえる「株

主の利益の最大化 vs学生への質の高い教育」という矛盾を指摘し、規制の強化を訴えた。し

かし共和党のランキング・メンバー、マイケル・Ｂ・エンズィ（Michael B. Enzi, R-Wyoming）

は「慎重に」対処すべきだと述べ、規制の強化を牽制した。そもそも、連邦議会には企業とそ

れを監視する政府機関との両方を「監視」することで、市民を保護する義務だけでなく、産業

を育成・保護する責任をも負う。極端な場合、政府機関による「監視の行き過ぎ」を「監視」

しているといってもよい。

他方、ブッシュ政権とは対照的なオバマ政権は、発足以来、上下両院とも民主党が多数派を

占める第 111議会と協力して、営利カレッジの規制強化を目指した。

まず 2010年 6月、教育省は上記の問題を改善するため、規制強化案を発表した [NYT: 16 

Jun 10, 23 Jul 10; WP: 23 Jul 11]。契約者数に応じた賞与をリクルーターに与えることを禁

止すること、卒業率や就職率、ローン額と収入を応募者に告知することなどを骨子とする。そ

れらは『フェデラル・レジスター』（Federal Register）に掲載され、45日間に寄せられたパブリッ

ク・コメントを検討して、11月 1日に最終決定され、2011年 7月から実施されることになった。

ただし最後の「十分な給与を伴う就職」（gainful employment）案については、インダストリー

からの抵抗もあり、原案の確定に手間どり、後述するように、後回しにされた。

2011年 7月初め、教育省は営利カレッジにたいする規制強化の仕上げとして、「有給の就職」

案を発表した。それによると、連邦政府の学生支援の対象となるために、高等教育機関は通常

の職業分野において「有給の就職」につながる教育を与えていることを証明しなければならな

い。具体的には、以下の三つの基準のうち、一つを満たせばよい。

一  元卒業生の、少なくとも 35％がローンを返済していること（毎年ローン残高が少

なくとも 1％減る）

二  通常の卒業生のローン返済額が可処分所得の 30％を超えないこと

三  あるいは、通常の卒業生のローン返済額が年収の 12％を超えないこと

そして、4年間のうちに、上の基準をクリアできなかった一回目（の財政年度末）には、そ

の事実、原因、そして改善策を学生に告知しなければならない。二回目には、ローンを返済で

きないかもしれないこと、閉校されるかもしれないこと、そして転校の選択肢を、学生に告知

しなければならない。そして三回目には、連邦政府の学生支援を受ける資格を失い、少なくと

も 3年間再申請できない。いわゆる「三振即アウト」（Three strikes and you’re out.）アプローチ

である [NYT: 2 Jun 11; WP: 2 Jun 11]。

ちなみにこの規制の対象には、営利目的の教育機関だけではなく、非営利の私立大学や公立
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大学をはじめ、すべての高等教育機関がふくまれる。また、この新たな規制は 2012年 7月に

実施され、最初の 4年サイクルは 2012-15年（財政年度）である [DOE: 2 Jun 11]。

2010年 7月の原案とくらべると、条件が緩くなっているところがある。とくに 4年間で基

準を満たさない回数を三回とすることで、連邦の学生支援の資格停止に猶予期間を設けたこと

や、最初の資格停止が出るまで、少なくとも 5年かかることは、大きな後退であろう。教育省

の推計によると、奨学金の資格停止により、閉鎖に追い込まれそうな営利目的の高等教育機関

の割合は、原案では 16%、今回の最終案では 5%に下がっている [WP: 3 Jun 11]。

七 . ビジネスの反撃

FPCUによる個人献金、PAC献金は以下のとおりである。2009-10選挙サイクルの献金額は、

全体で、917,230ドルに達している。上下両院とも民主党が多数派を占めていたため、その 7

割強にあたる 675,063ドルが同党に向けられた。しかし 2010年の選挙で、下院の多数派が共

和党に移ったため、2011-12選挙サイクルでは、下院において政党別の献金の比率が逆転して

いると考えられる [Kelly, 2010]。

2009-10選挙サイクルにおける献金
社名、団体名 献金額 民主党 : 共和党 : 無党派

全体 $917,230 73%:23%:4%
Apollo	Group	Inc $276,975 81%:19%:0%

Association	of	Private	Sector	Colleges	and	Univ $158,511 71%:29%:0%
Keiser	University $157,292 58%:0%:20%

Corinthian	Colleges	Inc $108,850 70%:30%:0%
ITT	Educational	Services $68,450 89%:11%:0%

Education	Management	Corp $50,962 69%:30%:1%
Career	Education	Corp $46,250 79%:21%

DeVry	University $39,690 71%:25%:4%
Kaplan	Higher	Education	Corp $6,200 95%:5%:0%

Capella	University $4,050 44%:56%:0%

ちなみに、献金を政治家別にみた場合、トップ 5は以下のとおりである [Kelly, 2010]。

FPCUから献金を受けた政治家トップ 5

名前 役職 献金額
George	Miller D-Cal,	chairman,	House	Education	Committee $84,311

Howard	P.	McKeon R-Cal,	member,	House	Education	Committee $54,000
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Harry	M.	Reid D-Nev,	Senate	Majority	Leader $47,450
Charlie	J.	Crist Florida	Gov,	Independent	Candidate	for	Senate $32,242
Robert	Andrews D-NJ,	House	Education	Committee $32,100

また 2010年の初頭からロビー活動費として、FPCUの業界団体は全体で 1200万ドルを費や

したといわれている。

ワシントン・ロビーをみると、1,450の FPCUを代表する利益団体キャリア・カレッジ・ア

ソシエイション（Career College Association、会長 Harris N. Miller）は、教育省の規制強化によっ

て FPCUの一部が閉鎖に追い込まれ、とくに貧困層の教育機会が失われるなど、積極的な広報

活動を展開した。またジョン・スパーリング（John Sperling、Univ of Phoenix設立者）が規制

への反対をすべての連邦議員と教育長長官に emailや手紙で要請した。またドナルド・グラハ

ム（Donald Graham、chief executive of The Washington Post Company）はトム・ハーキン上院議

員（Sen. Tom Harkin、D-Ia,、chairman of Senate Health, Education, Labor and Pensions Committee）

に面会するなど、FPCUの経営者による陳情も活発におこなわれた。

加えて、利益団体主導の自主規制の動きもみられた。2011年 9月、新設の団体ファウンデ

イション・フォア・エジュケイショナル・サクセスが下記のような内容を骨子とする自主規制

を発表し、上院の員会などから評価されている [WP: 13 Sept 11]。

1.  FPCUの入試課と経済支援課の職員は志願者にたいし、卒業、就職、一定の収入を

保証すると伝えてはならない

2.  合格者にたいし、学費の全体、卒業率、就職率を入学前に、告知しなければならない。

3.  入試課の職員は連邦の奨学金を申請する学生にたいし、申請所の情報を偽らないよ

うに伝えなければならない

4.  FPCUは新入生にたいし、最低 21日間の、入学金の払い戻し期間を設けなければ

ならない

他方、草の根ロビーをみると、また草の根レベルでも、FPCUは動員をかけている。たとえば、

教育省が規制強化の原案を発表した 2010年夏から、Education Management Corporationは DCI 

Group（広告会社）と契約し、署名さえすれば発送できる手紙を用意させている。また FPCU

を経営する各社はウェブ・サイトで、教員・学生・職員に陳情を呼び掛けたこともあり、教育

省に届いた、規制草案にたいするコメントが 9万通を超えたという。教育省の発表が遅れたの

はまさにその処理に手間取っためであるという。さらに教員・学生・職員が連邦議会前で、「低

所得層、マイノリティのための教育」を求めて、数百人規模の決起集会を開いている [NYT: 2 

Jun 11]。

他方、従来の短大・大学を代表する団体は、教育省による FPCUの規制強化について、賛
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成の意を表明している。ＵＳ・パブリック・インタレスト・リサーチ・グループ（U.S. Public 

Interest Research Group）やインスティチュート・フォア・カレッジ・アクセス・アンド・サク

セス（Institute for College Access and Success）など、学生、消費者、研究者などの意見広告団

体は同案を歓迎し、営利カレッジの「過剰な期待、実質を伴わない教育内容、学生の高額ロー

ン」を批判した。

いずれにせよ、FPCUによる上記のように積極的なロビー活動が奏効した。連邦議員の圧力

に、教育省が妥協し、最終的な規制強化の内容は原案から大きく後退した。さらに、2011年 2

月、共和党主導の下院は規制の細則の策定の作業に必要な予算の執行を差し止める条項を予算

案に付加することを決定した。ただし上院はそれを否決している [WP: 3 Jun 11]。

最後に、教育省による一連の規制強化にたいして、市場はどのように反応しただろうか。

2011年 8月の発表によると、2010―11年度末の各 FPCUの在籍者数は軒並み減少し、それ

にあわせて、それらを経営する企業も株価を下げている。たとえばデブライ大学の在籍者数は

前年の 20,935から 26%減らし、15,566となった。同大学を経営するデブライ社（本部はイリ

ノイ州ダウナーズ・グローブ）は株価を 17%下げ、44.49ドルとしている。コリンシアン・カ

レッジは在籍者数を 21.5%減らし、それを経営するコリンシアン・カレッジズ社は株価を 2.10

ドルまで下げている。ちなみに 2009年初頭には 7.35ドルだった。またフェニックス大学は在

籍者数を 47%減らしている [WSJ: 23 Aug 11]。募集方法の規制、さらなる不正の表面化、あ

いつぐ訴訟や集団訴訟により、業績は今後さらに悪化する可能性がある。
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